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機械学習による景気局面判断の分析










　次に外挿テストを行った。2012 年 3 月の景気の「山」までを教師データとしてそこから先を



































































（計 3系列）、累積 DI（計 3系列）、コンポジット・インデックス（以下「CI」という。）（計 3系
列）、調査月（1系列）である 1。集めたデータの期間は 1985 年 1月から 2019 年 4月までとした。
景気拡大期か後退期かの 2値変数と調査月以外は、前期差のデータを使った。
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　景気拡大期か後退期かの分類ラベルは内閣府の景気基準日付を使い、1985 年 2 月から 2017 年
8 月までの 391 か月をサンプルとした。2017 年 8 月を終期としたのは、景気の谷の最新期である
2012 年 11 月の後において、2018 年 12 月に開かれた景気動向指数研究会の結論として、「2017 年
8 月以前に景気の山は設定されない」と内閣府社会総合研究所が発表したためだ。
5．モデルの精度について
　決定木の分析には CART（Classification And Regression Trees)というアルゴリズムを使い、
ソフトウエア Rの rpartパッケージを使用した（下川・杉本・後藤 2013 など参照）。
　過去のデータを二つに分け、一方を学習用、一方を正解としたホールドアウトテストを行うと、







































予測 後退 40 15 55
拡大 9 131 140







ケースを想定した。①1985 年 2 月から 2012 年 3 月までのデータを用いるもの
②1985 年から 2012 年 11 月までのデータを用いるもの③1985 年 2 月から
2017 年 8 月までを用いるものでその後を予測するもの――である。2017 年 8
月までは実績値があるので、そこまでの期間は外挿テスト、2017 年 9 月から
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6．外挿テストと予測
　次に、現実に即した予測精度をみるために、外挿テストを行った。三種類のケースを想定した。
① 1985年 2月から 2012年 3月までのデータを用いるもの② 1985年から 2012年 11月までのデー
タを用いるもの③ 1985 年 2 月から 2017 年 8 月までを用いるものでその後を予測するもの――で













 推計結果は表の通り。ケース１は、2012 年 3 月の景気の山までのデータを
使って、2012 年 4 月以降の予測ができるかどうかをテストしたものだ。2012
年 4 月は外したものの、ほぼ景気後退期を予測できていることがわかる。その
後については、消費税率が５％から８％に上昇した 2014 年に、景気後退期の
サインが何度か出ている。2014 年 5 月、6 月、8 月、12 月、2015 年 3 月であ
る。連続して景気後退期になっていないことから、この部分を景気後退期と認
定することは難しいが、景気後退期のサインが何度もでていたことがわかる。 
 ケース２は、2012 年 4 月から 2012 年 11 月までの景気後退期まで学習期間
を延長したものだが、ケース１と結果は同じだった。 
 2018 年 9 月以降は実績値のない純粋な予測期間である。ケース１とケース
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　2018年 9月以降は実績値のない純粋な予測期間である。ケース 1とケース 2では、2018年中に
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2012/12 0 0 0
2013/01 0 0 0
2013/02 0 0 0
2013/03 0 0 0
2013/04 0 0 0
2013/05 0 0 0
2013/06 0 0 0
2013/07 0 0 0
2013/08 0 0 0
2013/09 0 0 0
2013/10 0 0 0
2013/11 0 0 0
2013/12 0 0 0
2014/01 0 0 0
2014/02 0 0 0
2014/03 0 0 0
2014/04 0 0 0
2014/05 0 1 1
2014/06 0 1 1
2014/07 0 0 0
2014/08 0 1 1
2014/09 0 0 0
2014/10 0 0 0
2014/11 0 0 0
2014/12 0 1 1
2015/01 0 0 0
2015/02 0 0 0
2015/03 0 1 1
2015/04 0 0 0
2015/05 0 0 0
2015/06 0 0 0
2015/07 0 0 0
2015/08 0 0 0
2015/09 0 0 0
2015/10 0 0 0
2015/11 0 0 0
2015/12 0 1 1
2016/01 0 0 0
2016/02 0 1 1
2016/03 0 0 0
2016/04 0 1 1
2016/05 0 1 1
2016/06 0 0 0
2016/07 0 0 0
2016/08 0 0 0
2016/09 0 0 0
2016/10 0 0 0
2016/11 0 0 0
2016/12 0 0 0
2017/01 0 0 0
2017/02 0 0 0
2017/03 0 0 0
2017/04 0 0 0
2017/05 0 0 0
2017/06 0 0 0
2017/07 0 0 0
2017/08 0 0 0
2017/09 0 0 0
2017/10 0 0 0
2017/11 0 0 0
2017/12 0 0 0
2018/01 0 0 0
2018/02 0 0 0
2018/03 1 1 0
2018/04 0 0 0
2018/05 0 0 0
2018/06 1 1 1
2018/07 1 1 0
2018/08 1 1 0
2018/09 1 1 0
2018/10 0 0 0
2018/11 0 0 0
2018/12 1 1 1
2019/01 1 1 0
2019/02 0 0 0
2019/03 1 1 0

















れる。サンプル期間を 1985 年 2 月から 2017 年 8 月までとした決定木分析によると、景気動向指
数の一致指数の累積DIの前期差である一致指数DIの数値が重要であることがわかる。一致指数
DIがマイナス8.3未満の場合は景気後退期、マイナス8.3以上の場合は景気拡大期に分類される。
さらに、景気拡大期と判断したサンプル（図表 8の右半分の 272 サンプル）のうち、1986 年 12
月より前は景気後退期となる。
　また、景気後退期に分類されたサンプル（図表 8の左半分の 119 サンプル）のうち、一致指数
の構成系列の一つである有効求人倍率（除学卒）の前期差がゼロ未満の場合は景気後退期に分類
され、ゼロ以上の場合は景気拡大期に分類される。さらに、景気拡大期に分類されたサンプルの
うち、2013 年 6 月以降のものはすべて景気拡大期となる。それより前の場合には、一致指数 DI





きる。2004 年から 2005 年にかけては景気拡大期だが、一時的に急減して翌月急増している（図
表 9）。2004年 10月、2005年 2月、2005年 7月などである。また、東日本大震災の発生した 2011
年 3 月もこの例に当てはまる。
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図表 8　景気基準日付の決定プロセスを示す決定木
（注 ）分析期間は 1985 年 2 月から 2017 年 8 月までの 391ヵ月。「累積 DI.一致」は景気動向指数の一致
指数の累積DI。「有効求人倍率 .除」は一致指数の構成系列の一つである有効求人倍率（除学卒）。調
査月は景気動向指数の調査月。「DI.一致」は景気動向指数の一致指数の DI。変数は調査月を除いて








（注）分析期間は 1985 年 2 月から 2017 年 8 月までの 391 ヵ月。「累積 DI.一致」は景気動向指数の一致
指数の累積 DI 「有効求人倍率.除」は一致指数の構成系列の一つである有効求人倍率（除学卒）。調査月
は景気動向指数の調査月。「DI.一致」は景気動向指数の一致指数の DI。変数は調査月を除いて前期差。




















































気の谷である 2012 年 11 月までのデータを基にした決定木は 2 つの分岐点しか
ない（図表９）。それでも的中率は 89.2％だ。 





















年 11 月までは 12 変数、2017 年 8 月までは 6変数とした。ただ、予測値は 6変数、12 変数、36
変数のいずれの場合も変わらない。
図表 10　2012 年 11 月までのデータに絞った場合の決定木





図表 10 2012 年 11 月までのデータに絞った場合の決定木 
 








































12 変数、201 年 3 月までは 3 変数、2012 年 11 月までは 12 変数、2017 年 8

















12 変数、201 年 3 月までは 3 変数、2012 年 11 月までは 12 変数、2017 年 8











図表 14 木の数 
 
 










































図表 14 木の数 
 
 






























































2012/04 1 0 0 0
2012/05 1 1 1 0
2012/06 1 1 1 1
2012/07 1 1 1 0
2012/08 1 1 0 0
2012/09 1 1 1 0
2012/10 1 1 1 1
2012/11 1 1 1 0
2012/12 0 0 0 0 0 0 0
2013/01 0 0 0 0 0 0 0
2013/02 0 0 0 0 0 0 0
2013/03 0 0 0 0 0 0 0
2013/04 0 0 0 0 0 0 0
2013/05 0 0 0 0 0 0 0
2013/06 0 0 0 0 0 0 0
2013/07 0 0 0 0 0 0 0
2013/08 0 0 0 0 0 0 0
2013/09 0 0 0 0 0 0 0
2013/10 0 0 0 0 0 0 0
2013/11 0 0 0 0 0 0 0
2013/12 0 0 0 0 0 0 0
2014/01 0 0 0 0 0 0 0
2014/02 0 0 0 0 0 0 0
2014/03 0 0 0 0 0 0 0
2014/04 0 0 0 0 1 1 1
2014/05 0 1 1 0 0 0 1
2014/06 0 1 1 0 1 0 1
2014/07 0 0 0 0 0 0 0
2014/08 0 1 1 0 0 0 0
2014/09 0 0 0 0 0 0 0
2014/10 0 0 0 0 0 0 0
2014/11 0 0 0 0 0 0 0
2014/12 0 1 1 0 0 0 0
2015/01 0 0 0 0 0 0 0
2015/02 0 0 0 0 0 0 0
2015/03 0 1 1 0 0 0 0
2015/04 0 0 0 0 0 0 0
2015/05 0 0 0 0 0 0 0
2015/06 0 0 0 0 0 0 0
2015/07 0 0 0 0 0 0 0
2015/08 0 0 0 0 0 0 0
2015/09 0 0 0 0 0 0 0
2015/10 0 0 0 0 0 0 0
2015/11 0 0 0 0 0 0 0
2015/12 0 1 1 0 0 0 0
2016/01 0 0 0 0 0 0 1
2016/02 0 1 1 0 0 0 1
2016/03 0 0 0 0 0 0 0
2016/04 0 1 1 0 0 0 0
2016/05 0 1 1 0 0 0 0
2016/06 0 0 0 0 0 0 0
2016/07 0 0 0 0 0 0 0
2016/08 0 0 0 0 0 0 0
2016/09 0 0 0 0 0 0 0
2016/10 0 0 0 0 0 0 0
2016/11 0 0 0 0 0 0 0
2016/12 0 0 0 0 0 0 0
2017/01 0 0 0 0 0 0 0
2017/02 0 0 0 0 0 0 0
2017/03 0 0 0 0 0 0 0
2017/04 0 0 0 0 0 0 0
2017/05 0 0 0 0 0 0 0
2017/06 0 0 0 0 0 0 0
2017/07 0 0 0 0 0 0 0
2017/08 0 0 0 0 0 0 0
2017/09 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2017/10 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2017/11 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2017/12 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/01 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/02 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/03 1 1 0 0 0 0 0 1 0
2018/04 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/05 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/06 1 1 1 0 0 0 0 0 0
2018/07 1 1 0 0 0 0 1 1 0
2018/08 1 1 0 0 0 0 1 1 0
2018/09 1 1 0 0 0 0 0 1 0
2018/10 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/11 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2018/12 1 1 1 0 0 0 1 1 0
2019/01 1 1 0 0 0 0 0 1 0
2019/02 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2019/03 1 1 0 0 0 0 0 0 0















　本稿では、決定木を使って景気局面判断を試みた。2012 年 3 月までのデータを使って 2012 年
4 月以降の外挿予測をすると、良好な結果が得られた。
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